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研究成果の概要（和文）：　本研究では、インドネシアとフィリピンにおける地方自治への住民参加と行政サー
ビスに対する住民評価の現状、そして住民の幸福感と地方自治との関係を明らかにすることを目的に、住民意識
調査を実施した。
　インドネシアについては、ジャワ島の全112県市と特別州の2市から5区村、各区村から3隣組、各隣組から2人
の合計3420名をランダムに抽出し、3412名からの有効回答を得た。
　フィリピンについては、ムスリム・ミンダナオ自治地域を除くフィリピン全国から80市町、各市町から5村、
各村から6名の合計2400名をランダムに抽出し、2400名から回答を得た。

研究成果の概要（英文）：In this study, we conducted opinion surveys for the purpose of clarifying 
the present situation of residents' participation in local governance and their evaluation for local
 public services, as well as the relationship between residents' well-being and local autonomy in 
Indonesia and the Philippines.
In Indonesia, we randomly selected 3420 samples from 112 regencies/cities in Java, 1 city in the 
Special Capital Region of Jakarta, and 1 city in the Special Region of Yogyakarta - 2 samples from 3
 neighborhoods in 5 villages in each regency/city. And the number of valid response is 3412.  
In the Philippines, we randomly selected 2400 samples from 80 cities/municipalities in the 
Philippines nationwide - excluding the Autonomous Region of Muslim Mindanao. We selected 6 
respondents in 5 villages (barangay) in each city/municipality. The number of valid response is 
2400.

研究分野： 比較政治学、東南アジア地域研究
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　東南アジア諸国における自治体パフォーマンスに対する住民評価に関しては、個別事例の研究はそれなりに見
られるものの、全国レベルの量的調査に基づいてローカル・ガバナンスと住民評価の関係を統計学的に分析する
ことを試みた学術的研究の蓄積は乏しい。この点において、本研究は東南アジア地域（インドネシア及びフィリ
ピン）における地方自治の質や変容に関する研究に新たな知見を提供するものである。
　また、本研究では社会学者、行政学者、東南アジア地域研究者の協働の下で実施され、住民の幸福感と地方自
治の関係についての分析も試みており、社会学と行政学、あるいは東南アジア地域研究とを架橋する点でもその
学術的意義は大きい。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 本研究は、我々が実施してきた東南アジア 3 カ国の自治体エリートサーヴェイ（科学研究費
基盤研究（A）「東南アジアにおける地方自治サーヴェイ調査－タイ、インドネシア、フィリピ
ンの比較」および基盤研究（B）「東南アジアの自治体エリートサーヴェイ分析－タイ、インド
ネシア、フィリピンの比較」（いずれも研究代表者：永井史男・大阪市立大学教授））の成果を
踏まえて着想された。 
 上記科研では、東南アジア 3 カ国の地方自治に関する従来の研究が、制度の説明、事例研究、
地方分権やローカル・デモクラシーの諸問題の指摘に留まり、比較研究の視点も欠いていた状
況に鑑み、社会調査論と統計学的方法論に基づいて、各国のローカル・ガバナンスの規定要因
を明らかにすることを目的に、市・町の首長と幹部職員を対象として、中央地方関係、首長や
職員の意識や社会的属性、住民との関係に関する質問で構成された調査票を用いて調査を実施
した。また、自治体による自己評価や中央政府が有する自治体行政の各種データ、中央政府等
の評価に基づく賞の受賞数等から自治体のパフォーマンスを示す指標を作成し、調査で得られ
たデータとの関係を統計学的に分析して、ローカル・ガバナンスの変容を規定する要因の析出
を試みた。 
 この過程で、我々は住民との関係が自治体のパフォーマンスにとって重要な要素であるとの
認識を共有し、また、住民調査の必要性は調査開始当初より認識されていた。しかし、3 カ国
において数百規模で自治体エリート調査を実施するのと並行して住民調査を行うには予算上も
時間的にも制約が大きいことから、住民調査まで踏み込むことはできず、結局、住民との関係
に関する指標は、調査で首長や職員から得た情報に依らざるを得なかった。そこで、本科研に
おいて地方自治に関する住民意識調査を実施することとした。 
 調査対象国は、前回の調査実施後に地方選挙が行われ、首長や議員の構成に変化が生じた自
治体を抱え、住民意識をなるべく早く明らかにする必要があるインドネシアとフィリピンとし
た。他方、タイについては、当時、軍事政権下にあって新憲法の施行が予定されており、政治
的変動もありうるため、住民調査の環境が整っているとは必ずしもいえないと判断し、調査対
象から外した。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、東南アジア 2 か国（インドネシアとフィリピン）において地方自治に関す
る住民意識調査を実施し、地方自治への住民参加と行政サービスに対する住民評価の現状、そ
して住民の幸福感と地方自治との関係を明らかにすることである。より具体的には、住民参加
と自治体能力や行政パフォーマンスの間の相関関係や因果関係を明らかにし、また、行政パフ
ォーマンスが住民の自治体評価や幸福感にどのように反映されているかを分析する。さらに、
社会関係資本が自治体能力や行政パフォーマンスにいかなる影響を与えているのかを明らかに
する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、社会調査論と統計学的方法論に基づいて、調査票を用いた住民意識調査を実施
する。また、本研究では、インドネシアとフィリピンの比較研究も実施する。このため、本研
究は４つの段階に分けて実施された。第１段階は複数回の現地調査を行い、調査票を作成する。
第２段階は調査票を完成させるとともに標本抽出を行う。第 3 段階において、本調査を実施し、
収集されたデータのクリーニングを行う。そして第４段階でデータ分析を行う。 
 上記方針に従い、平成 27 年度には調査地点や調査対象住民選定の方法および調査票のデザ
インに関わる理論的検討を重点的に実施した。5 月にはインドネシアの研究者を交えて、特に
インドネシアにおける調査方法に関する検討会議を開催し、10 月に地域社会学の専門家から調
査サンプルの選定方法に関わる理論的検討課題について助言を得た。そして、11 月に地方自治
に関する住民調査の経験を豊富に有する研究者を招いて、調査票のデザインを含めた住民調査
の実施に関わる諸問題について検討した。 
 上述の理論的検討と並行して、平成 27 年度から 29 年度にかけて、インドネシア、フィリピ
ン両国における現地調査や暫定調査票を用いたプレテストを複数回実施し、また、本研究と対
応関係にある地方自治体エリート調査の結果を用いて自治体パフォーマンスの規定要因に関す
る分析を進めた。これらを通じて得られた知見を反映させて調査票の改訂作業を進めた。さら
に、本研究が 2 カ国の比較研究であることから、両国の調査票の共通質問項目の検討も進めた。
以上の作業を経て、平成 30 年度初頭から前半にかけて両国の調査票を完成させた。 
 調査票の作成と並行して、調査地点の選定方法や標本の抽出方法について、両国で実査をお
こなう世論調査機関（インドネシアの Lingkaran Survei Indonesia（LSI）、フィリピンの Social 
Weather Stations（SWS））との間で協議を行った。そして、インドネシアでは、ジャワ島の
全 112 県市と特別州の 2 市（ジャカルタ首都特別州の東ジャカルタ市、ジョグジャカルタ特別
州のジョグジャカルタ市）の 114 県市における 20 歳以上個人を母集団として、各県市から 5
区村、各区村から 3 隣組、各隣組から 2 人をランダムに抽出した 3420 人を計画標本とした。
また、フィリピンについては、ムスリム・ミンダナオ自治地域を除くフィリピン全国から 80
市町、各市町から 5 村、各村から 6 名をランダムに抽出した 2400 名を計画標本とした。 
 



４．研究成果 
 実査は、LSI（インドネシア）および SWS（フィリピン）の調査員が、調査票を用いたイン
タビュー調査によって行った。当初計画では平成 29 年度に実施する予定であったが、同年 5
月にフィリピンのミンダナオ島に戒厳令が施行され、年をまたいでも解除されなかったため、
インドネシアも含めて実施時期を平成 30 年度にずらさざるを得なかった。実査は、インドネ
シアでは平成 30 年 5 月から 7 月にかけて、フィリピンでは平成 31 年 2 月から 3 月にかけて行
った。 
 インドネシアでは、計画標本数 3420 人中 3412 人から有効回答を得て（回収率 99.8％）、デ
ータ・クリーニングをほぼ終了し、単純集計の取りまとめに向けた準備を進めた。フィリピン
では、計画標本数 2400 人に対して有効回答数は 2400 であった（回収率 100％）。今後、データ・
クリーニングを実施する予定である。 
 上述したように、実査そのものが最終年度にずれ込んだため、データの分析・解釈は今後の
課題であるが、インドネシアの一部のデータに関しては、住民の社会階層とウェル・ビーイン
グとの関係についての分析を行い、雑誌論文として発表した。 
 他方で、本研究において実施された現地調査によって得られたデータも踏まえて、本研究と
対応関係にある地方政府エリート調査の結果を用いて地方政府パフォーマンスの規定要因に関
する分析を進め、2016 年 2 月に Indonesian Institute of Sciences でワークショップを開催
するなど、分析結果を国内外の学会における報告や学術誌への論文投稿等の形で公開した。 
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